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平成 26 年 1月 30 日 

各 位 

会 社 名 株式会社野村総合研究所 

代 表 者 名 代表取締役社長 嶋本 正 

(コード番号：4307  東証第一部) 

お問合せ先 ＩＲ室長    上岡 晋 

(TEL:03-5533-3910  ir@nri.co.jp) 

  

 

業績予想の修正、配当方針の変更及び配当予想の修正に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 26 年 1 月 30 日開催の取締役会において、業績予想の修正、配当方針の変更及び配当予想の

修正について決議しましたので、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

1. 業績予想の修正 

(1) 修正の理由 

国内景気は、円安・株高基調を背景に、緩やかに回復しています。企業の景況感が改善し、情報システ

ムへの投資意欲も高まりつつあります。このような状況の下、当社グループの売上高は、全セグメントに

おいて好調に推移しました。また、足元の受注状況も好調であり、金融ＩＴソリューションや産業ＩＴソ

リューションを中心に、想定を上回るペースで伸びています。 

これらを踏まえ、平成 25 年 7 月 25 日に公表した当年度(平成 26 年 3 月期)の業績予想を、次のとおり

修正します。 

  

(2) 平成 26 年 3 月期通期連結業績予想数値の修正(平成 25 年 4月 1日～平成 26 年 3月 31 日) 

(単位：百万円) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(Ａ) 375,000 49,000 51,500 32,000 161 円 49 銭 

今回修正予想(Ｂ) 380,000 50,000 53,000 32,000 161 円 30 銭 

増減額(Ｂ－Ａ) 5,000 1,000 1,500 －  

増減率(％) 1.3 2.0 2.9 －  

(ご参考)前期実績 

(平成 25 年 3月期) 
363,891 43,967 45,858 28,612 145 円 29 銭 

(注) 当第 3四半期から「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告 

第 30 号)を適用しており、前期実績については遡及適用後の数値を記載しています(以下同じ)。 
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(3) 平成 26 年 3 月期通期個別業績予想数値の修正(平成 25 年 4月 1日～平成 26 年 3月 31 日) 

(単位：百万円) 

 売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(Ａ) 345,000 47,000 29,000 146 円 59 銭 

今回修正予想(Ｂ) 350,000 48,000 29,000 146 円 18 銭 

増減額(Ｂ－Ａ) 5,000 1,000 －  

増減率(％) 1.4 2.1 －  

(ご参考)前期実績 

(平成 25 年 3月期) 
337,340 41,764 21,546 109 円 41 銭 

 

 

2. 配当方針の変更及び配当予想の修正 

(1) 配当方針の変更及び配当予想の修正の理由 

当社は、中長期的な事業発展のための内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくことを基本

とし、連結配当性向として 30％を目安としてきました。  

今般、今後の事業展開に向けた強固な財務基盤が整いつつある状況に鑑み、より一層の株主還元を図る

ため、連結配当性向の目安を 35％に引き上げることとしました。 

これに伴い、平成 26 年 3月期の 1株当たり期末配当予想を修正します。 

 

(2) 配当予想の修正の内容 

 年間配当金 

  第 2 四半期末 期末 合計 

前回予想 

(平成 25 年 4月 25 日発表) 
 26 円 52 円 

今回修正予想 30 円 56 円 

当期実績 26 円   

前期実績 

(平成 25 年 3月期) 
26 円 26 円 52 円 

(注) 平成26年3月期の連結配当性向予想は35.3％となります。 

連結配当性向予想 ＝ 年間配当金総額(ＮＲＩグループ社員持株会専用信託への配当金を含む) ÷ 連結当期純利益予想 

 

以 上 

 

（将来に関する記述等についてのご注意) 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記載は、当社が現時点で入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提(仮定)に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々

な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与える可能性のある重要な要因には、国内外の経済

情勢、ＩＴサービスの市場需要、他社との競争、税制その他諸制度の変更などがありますが、これらに限定されるもので

はありません。なお、新たな情報や事象が生じた場合において、当社が業績見通し等を常に見直すとは限りません。 


